
いる。東京本店は、首都圏および北海道、東北エリア
を統括しているが、売上に関しては、首都圏が東京本
店全体の 90％を占めている。
　そうしたなかでの今期第１四半期（2019/10 ～
2019/12）の受注は、総額で前年同期比 16.2％減の 46
億 2500 万円となった。官公庁が同 403％増の 5 億
5700 万円と大幅に増えたものの、民間直需が同 10.6％
減の 14 億 700 万円、民間下請（ゼネコン工事）が同
34.0％減の 20 億 5900 万円と、全受注の 97％を占める
民間工事が振るわなかったことが主因となっている。
　工場などの民間直需の減少率は 10.6％にとどまって
いるが、民間工事全体の 2/3 を占めるゼネコン工事が
34.0% 減と大きく減少したことよる影響が大きい。
　石田男一本店長は「東京オリンピック関連の大型工
事が一段落し始めた昨年夏頃から、受注環境は変化し
ている印象が強く、建設業全体が一つの踊り場を迎え
ている。民間工事が減少した背景にはそうした市場の
変化とともに、施工力が限られているなかでは、むや
みに受注を増やすことが難しい、といった構造的な要
因も大きい」と説明している。
　昨年秋口に向かい、オリンピック関連のさまざまな

創立 100 年を迎えた栗原工業は事業部制を敷き、2019
年 9 月期は 869 億円を完工

　栗原工業は、大阪に本社を構える独立系の大手電気
工事会社で、昨年、創立 100 周年を迎えた。独立系の
電気工事会社として、いち早くアジア市場へ進出し、
現在、シンガポールに支店を構えるとともに、ベトナ
ム、タイ、ミャンマー、中国にそれぞれ子会社を擁し
ている。
　2019 年 9 月期は、アジアで 104 億 1583 万円、国内
市場で 765 億 4938 万円を売り上げ、全体で 869 億
6521 万円を完工。得意先は、各官公庁、工場、学校な
どの民間直需先とともにゼネコンなど、多岐にわたっ
ている。工事内容も、一般の屋内配線工事、受変電設備、
送電線、地中線、太陽光発電など多彩で、あらゆる電
気工事を手掛ける。

東京本店の第 1四半期受注総額は前年同期比 16.2% 減
　国内市場に関しては、関西以南を管轄する大阪本店
と、関東以北を管轄する東京本店の 2 本店制を敷いて

工事が竣工し始めるなかで、仕上げ作業での施工が
ピークを迎え、代人がめいっぱい動いている状況下で
は、「代人を新たに入れて管理する案件を新規に受注
することに対しては、昨年から敬遠する方向にあっ
た」。このため当初から今期の上半期に関しては、「前
年対比では前期を下回るだろうとみていた」。
　もちろん、受注して即座に電気工事が動き出すと
いった案件は少ないので、一つの案件が竣工する時期
に新たに受注した案件が動き始めれば、竣工と着工が
同時期に起こることで代人や協力業者が間断なく動け
るため、労働生産性は高まる。「工事が竣工する時期
に着工が始まる案件を受注する、といった営業的な課
題はあるものの、建設業における働き方改革の実施が
4 年後に迫っている状況で、そうした無理な営業は避
けなければならないという意識は以前よりも強まって
いる」。
新型コロナウイルスによる影響で、設備投資の減少は
必至
　受注の平準化は、電気工事会社にとって最大の営業
課題だと考えられるが、栗原工業は主力の民間工事に
おいて、工事全体の 1/3 程度が工場、金融機関といっ
た直需工事となっていることから、ゼネコンを軸とす
る下請工事が大半を占めるような電気工事会社に比べ
ると、課題解決力における優位性は高い。
　工場との取引は、設備投資が拡大していた時期は新
設大型工事の受注などによって売上も右肩上がりだっ
たが、昨今は、老朽化に伴うリニューアル工事や生産
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　　　　　建設業界全体が踊り場を迎えている
～栗原工業株式会社東京本店の石田男一取締役本店長に聞く～

　国内の建設投資は1992年（平成4年）にピークの84兆円を迎え、2010年（平成22年）の42兆円で底打ちとなり、
2013年（平成25年）以降、上昇に転じている。建築市場と相関にある（屋内）電気工事市場も、2013年以後、市場環境
の改善が顕著になり、個々の電気工事会社の収益力は強まり、市場は新たなステージを迎えている。
　新たなステージでは、従来と大きく異なる動きがある。人口減少という構造的な要因による供給力減退の顕在化
である。少子高齢化によって国内の労働力が減退するなか、さまざまな産業界で人手不足感が台頭し、電気工事会社
を含め、新規労働力の確保が難しくなっている。人口減少が加速するとともに経済の成熟化が進む、新たなステージ
で電気工事市場はどのような推移を見せていくのだろうか。
　市場を俯瞰することは大切で、国土交通省が毎月定期的に行っている各種統計データの重要性は今後さらに高ま
っていく。ただ、市場を構成する個々の企業の動きを見ることも重要である。弊紙は、同じ電気工事会社であっても、
事業規模や得意先構成などによって各社の受注環境はそれぞれ異なる、と捉えている。
　大手、中堅、その他の電気工事会社の受注状況に関する取材を四半期ごとにお願いし、さまざまな同一項目に対す
る定点観測を行うことで、電気工事市場の推移をみていく。
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